
寄付金と税制の関係法令

①共同募金としての寄付金 ②共同募金以外の寄付金
ア①及び②以外の寄付金
として受入れる寄付金

イ相続又は遺贈により取
得した財産

共同募金運動期間（10月
１日～３月31日）であっ
て受配者指定のない寄付
金

左記の期間外の寄付金及
び期間内であっても受配
者指定のある寄付金

社会福祉を目的とする事業

その年度の各都道府県共
同募金会の配分計画に基
づき中央共同募金会が財
務大臣及び総務大臣に申
請し、一括承認される。

当該は配分計画に基づき
配分額が同一受配法人に
対して100万円以下の場
合は、当該都道府県共同
募金会が審査・承認し、
100万円超の場合は、法
人税法に係る寄付金及び
地方税法に係る個人から
の寄付金について中央共
同募金会が審査・承認す
る。

法人税―別枠損金算入

所得税―寄付金控除

相続税の非課税（相続に
より取得した財産の全部
又は一部を寄付した場
合、寄付した相続財産の
価格は、相続人の納める
べき相続税の課税価格に
算入されない。）

法人税法第37条及び昭和
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地方税法第37条の２、第
314条の７及び地方税法
施行令第７条の17、第48
条の９

地方税法第37条の２、第
314条の７及び地方税法
施行令第７条の17、第48
条の９並びに平成２年自
治省告示第66号

共　同　募　金　会 ③社会福祉法人として受け付ける寄付金

社会福祉法第２条にいう社会福祉事業及び更生保
護事業法第２条にいう更生保護事業
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承認の手続き

寄付金の使途

所得税―寄付金控除
所得税―寄付金税額控除
地方税―寄付金税額控除
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